
環境マネジメント体制
CSR推進委員会において、「環境ビジョン2050」に向けた中短期マイルストーン「環境目標

2030」、「環境アクション（2021-2024）」の進捗把握・評価を行っています。環境活動の進捗
状況は、当ビジョンの実現に向けて取り組むために2022年に設置された「環境対応推進部（当時、
環境対応推進室）」が把握・解析し、CSR推進委員会で報告しています。そのうち重要事項につ
いては、経営政策審議会および執行役員会・取締役会に諮る手順としています。また、2024年
度から環境・社会課題などの解決に向けたサステナビリティに関する基本戦略、対策・対応状
況等について審議し、取締役会に答申する役割を担う諮問機関として、「サステナビリティ諮問
委員会」を設置しています。

各本社工場、各ボトリング会社では、工場長または社長をトップとする委員会を設置して「年次
計画」を策定し、ISO 14001の環境マネジメントプログラム等に基づく環境活動を推進しています。

工場部門の全体会議は年1回開催し、グループ内で成功事例を共有化する等、活動を工場
全体に水平展開する工夫をしています。

P.109 サステナビリティ・ガバナンス関連情報

環境マネジメント

ヤクルト環境基本方針

株式会社ヤクルト本社およびヤクルトグループの全事業体は、地球環境の保全が「社会と共生する経営」
の最重要課題の一つであることを認識し、企業活動のあらゆる面で環境の保全に配慮して行動する。

1.  ヤクルト本社内に設置する「CSR推進委員会」の施策を実現するため、ヤクルトグループの全事業体
は一体となって、事業活動に伴う環境問題に積極的に、かつ継続的に取り組む。

2.  各事業体は環境マネジメントシステムを構築し、環境負荷の抑制を目標に従事者全員の参加により
体系的に取り組むとともに、その継続的改善を図るために定期的に実施状況を点検、監査し、環境
行動の見直しを行う。

3.  環境関連の法律・規制・協定などを遵守することはもとより、自主基準を設定し、環境管理レベル
の一層の向上と環境汚染リスクの未然防止に努める。

4.  事業活動の全般において、環境のみならず生物多様性にも配慮した環境負荷の低減化を推進する。
5. 従事者全員に対する環境教育を徹底し、環境保全意識の向上を図る。
6. 環境行動に関する情報を適切に開示し、社会とのコミュニケーションに努める。
7. 企業市民として、地域の環境保全活動に対する支援、協力を積極的に行う。

策定 1997年6月24日　改定 2004年3月8日／2010年1月25日

環境理念

行動指針

ヤクルトグループ環境基本方針全文は以下URLからご確認ください。
WEB https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/environment/management/

ヤクルト環境基本方針
当社は、1991年11月に地球環境の保全に取り組むための組織を設置し、1997年6月には

グループ全体を対象とした「ヤクルト環境基本方針」を策定しました。そこに掲げた「環境理念」と
「行動指針」に基づき、事業活動の全領域で環境保全活動を推進しています。2001年度から
2020年度までは「ヤクルト本社環境行動計画」を策定し、研究開発、生産、営業およびオフィス
の全部門をあげて環境対策活動を展開しました。2021年度からはヤクルトグループ環境ビジョン
を策定し、ヤクルトグループ一丸となって環境負荷の低減に取り組んでいます。

ヤクルトグループ環境ビジョン
世界では、気候変動問題をはじめとする、さまざまな環境問題が深刻化しています。ヤクルト

グループは世界40の国・地域に展開しており、現地生産・現地販売を基本とした事業活動を推
進していますが、それはいいかえると、世界各地の社会や環境にプラス面だけではなく、マイナ
ス面も含め影響を与えているということと認識しています。

ヤクルトグループは、地球環境へのマイナスの影響を減少させ、プラスの影響を与える取り組
みを推進していくために、2021年3月、人と地球の共生社会の実現を目指す「ヤクルトグループ 
環境ビジョン」を策定しました。2050年のあるべき姿として「環境ビジョン2050」を定め、バック
キャスティング思考に基づいた中短期のマイルストーンも策定して、実効性のある取り組みを推進
していきます。 
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取り組み

温室効果ガス排出量（国内スコープ1・2）を 

2018年度比30％削減する

プラスチック製容器包装の使用量（国内）を 

2018年度比30％削減あるいは再生可能にする

水使用量（国内乳製品工場：生産量原単位）を 

2018年度比10％削減する

取り組み

取り組み

•省エネ活動の推進や再生可能エネルギーの導入
•カーボンマネジメントの推進　等

•資源循環しやすい容器包装への転換
•容器包装の素材変更による環境負荷低減　等

• 水管理計画の策定による持続可能な水資源の使用体制
の整備

•節水施策等の推進による水使用量の削減　等

気候変動

プラスチック容器包装

水

温室効果ガス排出量（国内スコープ1・2）を2024年度
末までに2018年度比10％削減

（1） 水使用量（国内乳製品工場：生産量原単位）を2024年
度末までに2018年度比3％削減

（1） 廃棄物発生量を2024年度末までに2010年度比
20％削減

（2）食品廃棄物の再資源化率 95％以上の維持

（1）自然保全活動の支援・参画
（2）生物多様性に関する教育の推進

（1） プラスチック製容器包装の使用量（国内）を、2024年
度末までに2018年度比5％削減あるいは再生可能
にする

（2）容器包装の資材使用量を削減
（3）容器包装の素材変更により環境負荷を低減
（4）容器包装に植物由来の環境にやさしい素材を使用

重点課題 目標

1.脱炭素社会の実現

3.水使用量の削減

4.廃棄物の削減

5.生物多様性の保全と活用

2. 資源循環できる容器包装への転換

気候変動

水

プラスチック容器包装

 P.42 水関連情報

 P.37 プラスチック容器包装関連情報

環境ビジョン2050

環境目標2030
環境に関する3つのマテリアリティについて、「環境ビジョン2050」実現に向けた中期的マイル

ストーンとして「環境目標2030」を策定し、推進しています。
なお、2025年に環境アクション（2021-2024）の結果を分析したうえで、目標の更新を検討

する予定です。

環境アクション（2021－2024）
「環境目標2030」を達成するための短期的マイルストーンとして「環境アクション（2021-

2024）」を策定し、推進しています。また、マテリアリティにはありませんが廃棄物の削減、生物
多様性の保全についても、継続して取り組んでいます。

 P.27 気候変動関連情報
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気候変動
温室効果ガス排出量（国内本社単体およびボトリング会社、スコープ1・2）について、2023年度

は本店や東京物流センター、新たに稼働開始した富士小山ヤクルト工場等で実質的に再生可能エネ
ルギー由来電力を導入したことや、岡山和気ヤクルト工場で太陽光発電設備を増設したことのほか、
各事業所での省エネ活動等により、2018年度比46.4％削減しました。

プラスチック容器包装
プラスチック製容器包装の使用量（国内）について、2023年度は紙容器入り乳製品用ストロー

のバイオマスプラスチックを配合したストローへの変更による再生可能素材の使用拡大等に努めま 
したが、Yakult（ヤクルト）1000等の売り上げ増加に伴い、再生可能ではないプラスチック使用量
は2018年度比で24.8％増加しました。

 現在、さらなる取り組み拡大に向けて国際的な持続可能性認証の取得を進めています。

水
水使用量（国内の乳製品工場：生産量原単位）については、工場での工程作業方法再考によ

る原料水使用量削減や、自動水洗時間の見直しによる用水の削減等の節水活動により、2023年
度は生産量原単位で、2018年度比15.8％削減しました。また、効率的な水使用量の削減に向
けた水管理計画の策定を推進しました。

環境ビジョン実現に向けたロードマップ
環境ビジョンの実現に向けて、2022年4月に「環境対応推進部（当時、環境対応推進室）」

を設置し、当部署を中心に、「環境アクション（2021-2024）」の目標達成、および「環境目標
2030」、「環境ビジョン2050」の目標達成に向けた各種取り組みを推進しています。

気候変動
•  再生可能エネルギーの拡大（再生可能エネルギー由来電力への切り替え、再生可能エネルギー設備の導入等）
• インターナルカーボンプライシング(ICP)制度※の導入・活用による低炭素投資や気候変動対策の推進
• 省エネルギー機器への転換、より効率的な新規技術の導入による省エネ活動の推進
※  ICP 制度：企業内部で独自に炭素に価格をつけ、CO2排出量を仮想的に費用換算することで、CO2排出量削減に向けた

経済的なインセンティブを創出し、低炭素投資や気候変動対策を推進するしくみ。

プラスチック容器包装
• 容器包装へのプラスチック使用量の削減（軽量化、薄肉化）
• 容器展開の多様化の検討
• 容器包装の資源循環しやすい素材（リサイクル素材、バイオマス素材、生物分解性素材等）への転換に着手
• プラスチック製容器包装のリサイクルスキームの構築および高度化

水
• 節水活動の推進、水の再利用設備の導入検討
• 生産拠点における定期的な水リスク調査の実施
• 水管理計画を策定し、それに基づいた水リスクマネジメントの推進

2022 2023 2024 2030 2050

再生可能エネルギーの拡大（再エネ電力への切り替え、再エネ設備導入等）
温室効果ガス排出量
(国内スコープ1・2)
2018年度比30％
削減

水使用量(国内乳製品
工場：生産量原単位)
2018年度比10％
削減

プラスチック製容器
包装の使用量(国内)
2018年度比30％
削減あるいは再生
可能にする

省エネルギー機器への転換、省エネ活動の推進

温室効果ガス排出量（スコープ1・2*）の把握および管理温室効果ガス排出量（スコープ1・2*）の把握および管理

容器包装へのプラスチック使用量の削減（軽量化・薄肉化）　プラスチック製容器包装使用量の削減（軽量化・薄肉化）　

*スコープの定義　スコープ１：自社の事業活動での燃料使用に伴う直接排出量
　　　　　　　　  スコープ２：企業が外部から購入する電気・蒸気・熱に関する間接排出量
　　　　　　　　  スコープ３：事業活動に関連するサプライチェーン全体における排出量

環境配慮型容器包装の基礎技術確立

資源循環しやすい素材（バイオマス素材等）への転換に着手

環境配慮型容器包装への最大限の転換

定期的な水リスク調査の実施

水管理計画を策定し、それに基づいた水リスクマネジメントの推進

生産工場における節水活動の推進、水の再利用設備導入の検討

インターナルカーボンプライシング制度の導入・活用

実装

気候変動

プラスチック
容器包装

水

プラスチック製容器包装のリサイクルスキームの構築および高度化

温室効果ガス排出量（スコープ3*）の把握および管理

環境ビジョン実現に向けたロードマップ

環境ビジョンの進捗状況
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環境に関する認証取得状況
ヤクルトグループは、製造や

流通段階の環境負荷を抑える
一環として、本社工場、研究
所、ボトリング会社、海外工
場においてISO 14001の認証
取得を推進しています。

● 容器包装リサイクル法（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律）
容器包装リサイクル法では、当社等のメーカーは、再商品化義務の履行に加え、容器包装材

に対するいっそうの3Rの推進や市町村に対する拠出金制度が定められています。
当社は法令を遵守し、2023年度は以下のとおり容器包装の再商品化義務量を定めました。

なお、2023年度に当社が負担した再商品化委託料は、拠出金と合わせて総額約3億2千万円で
した。

● 食品リサイクル法（食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律）
当社では、すべての事業所で食品廃棄物の減量と再生利用の促進に努めています。2023年

度は、発生量644.6t、再生利用等の実施率は99.3％で定期報告書を提出しました。

● PRTR法（特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律）
PRTR法では、特定化学物質の大気・排水への排出量や廃棄物に含まれて事業所外へ移動す

る量等の把握、および年間取扱量が1t以上の当該化学物質の取扱量等の届出が義務づけられ
ています。また、2001年に施行された「東京都環境確保条例」では、年間取扱量が100kg以上
の化学物質の届出が求められています。

2023年度の届出対象となった化学物質は3品目でした。

環境法令の遵守
● 省エネ法（エネルギーの使用の合理化に関する法律）

当社では、すべての事業所で省エネルギーに努め、2023年度における「定期報告書」と2023年
度以降の「中長期計画書」を提出しました。

2023年度のヤクルト本社の年間エネルギー使用量は、原油換算で25,190klとなり、対前年
差177kl増でした（前年比100.7％）。エネルギーの使用に係る原単位の前年比の5年間平均値は
97.4％となり、省エネ法の努力目標「5年間平均原単位を年1％以上低減すること」を達成し、資源
エネルギー庁が定める省エネが優良な事業者であるSクラスとなりました。また、エネルギーの使用
に伴い発生する温室効果ガス排出量は45,435tとなり、対前年差で529t減でした。

● フロン排出抑制法
2015年4月から「フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制

法）」が施行されています。当社では、この法律に基づき、管理の対象となる機器をすべての事
業所・部署で適正に管理しています。2023年度のフロン漏えい量は897.279t-CO₂でした。

また、ヤクルトグループの各工場では、フロン排出抑制法を遵守し、オゾン層破壊物質を管理
しています。また、各工場では、日常点検のほか、定期点検等を行うことで、早期の異常発見
に努めています。

発生量（t） 再生利用の実施量（t） 再生利用等の実施率（%） 再生利用の用途

644.6 ｔ 640.1 ｔ 99.3% 肥料・飼料等

 P.46 食品ロス削減への取り組み関連情報

化学物質名 取扱量
（kg/年）

環境への排出量
（kg/年）

事業所外移動量
（kg/年） PRTR法 東京都

環境確保条例

クロロホルム 180 0 180 ◯
◯メタノール 100 3.4 100

硫酸 190 0 0

※   各化学物質の用途は主に反応溶媒、抽出溶媒です。硫酸についてはpH調整等に使用しています。
 上記数値は国および東京都への報告値です。

環境に関する認証取得状況（ISO 14001）

食品廃棄物の再生利用実績 （2023年度）

中央研究所（東京都国立市）が使用する「PRTR法／東京都環境確保条例」届出対象化学物質 （2023年度）

取得拠点数 取得比率
本社工場、ボトリング会社

（全13か所） 12 92.3％

中央研究所 1 100％
海外工場（全28か所） 6 22.2％

 会社別の詳しい認証取得状況WEB

https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/social/
product_safety/certification/
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※  環境損傷コスト＝汚染負荷量賦課金 
公害健康被害補償制度における補償給付に必要な費用の一部として充当するため、ばい煙発生施設等設置者また
は特定施設設置者から徴収する特定賦課金。

＊ 内訳の数値を四捨五入しているため、内訳数値の合計と総計は一致しないことがあります。

（単位：百万円）

分類 主な取り組み内容
2022年度 2023年度

投資額 費用額 合計 投資額 費用額 合計
（1） 
事
業
エ
リ
ア
内
コ
ス
ト

① 公害防止 
コスト

水質汚濁防止、大気汚染防止、
土壌汚染防止 327.2 258.9 586.1 137.7 228.5 366.2

② 地球環境 
保全コスト

CO2削減、省エネルギー、
太陽光発電設備 117.1 66.7 183.9 53.6 134.1 187.7

③ 資源循環 
コスト

容器回収用車両・資機材の開
発・助成費用、廃棄物再資源化、
プラリサイクル品の作製

53.3 81.6 134.9 65.9 79.9 145.8

（2）上・下流コスト 容器包装リサイクル法委託料、
自動販売機オーバーホール 0.0 270.0 270.0 0.0 270.1 270.1

（3）管理活動コスト

工場緑地管理、環境マネジメン
トシステムの更新維持、サステ
ナビリティレポートの発行、環
境負荷監視費用、従業員への
環境教育費用

0.0 245.5 245.5 0.0 406.9 406.9

（4）研究開発コスト 容器・副資材の改良検討 0.0 58.3 58.3 1,329.5 210.9 1,540.4

（5）社会活動コスト 事業所近隣クリーン活動、環境
保全活動を行う団体への寄付 0.0 6.4 6.4 0.0 7.4 7.4

（6）環境損傷コスト※ 汚染負荷量賦課金 0.0 0.1 0.1 0.0 0.1 0.1
総　計 497.7 987.6 1,485.3 1,586.7 1,338.0 2,924.7

（単位：百万円）環境保全対策に伴う経済効果

効果の内容 2022年度 2023年度
リサイクルに伴う廃棄物処理費用の削減 0.0 0.1
リサイクルにより得られた収入額 2.8 6.7
省資源による費用削減 6.7 5.7
省エネルギーによる費用削減 40.0 48.6
容器包装の薄肉化、軽量化、簡素化による費用削減 0.2 5.5
自動販売機のオーバーホール、再利用による費用削減 8.6 19.7
グリーン購入による差益 0.0 0.1
その他 0.0 0.0

総　計 58.4 86.4

環境会計
● 当社の対応状況

2001年5月に環境省の「環境会計ガイドライン」に準拠した「ヤクルト本社環境会計ガイドライン」
を策定し、2001年度から環境会計情報を集計､ 公表しています。

● 導入目的
1. 環境保全活動の費用対効果を明確にし、環境経営に活用します。
2. 企業の社会的責任として、ステークホルダーに対して環境情報の開示を図ります。

● 集計上の要件
［集計の範囲］ ヤクルト本社単体
［対象期間］ 2023年4月1日～2024年3月31日
［特記事項］
（1） 環境保全を目的とする活動に限定して集計しています。
（2） 投資額は償却資産の当期取得価額を計上しています。
（3） 償却資産の減価償却費、環境ビジネスに関するコストは計上していません。

環境会計の実績は、前年度に比べて約14億4千万円増加しました。環境保全に資する製品等
への研究開発をはじめとした各種環境保全対策の実施により、全体的にコストが上昇しています。

経済効果については、前年度と比較して約2千8百万円増加しました。この要因は、省エネル
ギーや容器包装の薄肉化、自動販売機のオーバーホール、再利用による費用の削減等が増加し
たためです。

容器包装の区分 2019 2020 2021 2022 2023
ガラスびん 266 240 212 197 190
PETボトル 33 26 19 17 15
プラスチック製容器包装 5,894 5,288 5,046 5,246 5,697
紙製容器包装 91 90 87 81 52

合計 6,284 5,644 5,364 5,541 5,954

容器包装の再商品化義務量 環境会計の実績
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● 環境負荷の特定と削減に向けた主な取り組み
ヤクルトグループは、生産、物流、販売、リサイクルの製品ライフサイクルに沿って環境負荷

を特定し、「環境アクション（2021-2024）」等に基づき、効率的な負荷削減に取り組んでいます。

生産からお届けまで（2023年度）

INPUT
取引先

● ヤクルト本社

● 物流子会社

● 販売会社

お客さま

OUTPUT

本店・支店
研究所
生産工場

● ボトリング会社

最終処分量

● 資源消費
生産

物流

生産

● エネルギー消費

原料
脱脂粉乳
全粉乳
糖類
その他
包装資材
プラスチック容器類
紙容器類
段ボール類
その他
水
地下水
市水

電気
燃料（原油換算）

軽油

CO2※2
SOx※1
NOx※1

（　　）は物流子会社車両

● 排水量
公共水域
公共下水
排出BOD

● 廃棄物

CO2※2

NOx

● 大気排出

● 大気排出
物流

（　　）は物流子会社車両

千m3

t
t

t
t
t
t
t
t
t
t
t
t

千m3
千m3
千m3

千kWh
kl

千m3
千m3

t

20,210t
0.7t
9.5t

1,096千m3

2,851t
14t

19,250t
（3,964t）

1.7t
（0.3t）

69,517t
16,139t

911t
50,541t

1,926t
23,659t
15,926t

2,111t
1,892t
3,730t

1,678千m3
900千m3
778千m3

80,095千kWh
10,611kl

6,480kl
（1,536kl）

442千m3
654千m3

67t

集計範囲：ヤクルト本社（福島工場、茨城工場、富士裾野工場、富士裾野医薬品工場、兵庫三木工場、佐賀工場、
湘南化粧品工場、特定荷主を含む）、ボトリング会社（岩手ヤクルト工場、千葉ヤクルト工場、富士小山ヤクルト工場、
愛知ヤクルト工場、岡山和気ヤクルト工場、福岡ヤクルト工場）
※1 SOxおよびNOxの測定対象は、測定義務などにより、測定を実施している以下の工場
　  ヤクルト本社（福島工場、茨城工場、富士裾野工場、兵庫三木工場）、ボトリング会社（岩手ヤクルト工場）
※2 CO2排出量は各電力会社の調整後排出係数を使用
＊ 過去5年分のデータはエクセルファイル「ESGデータ集」

（https://www.yakult.co.jp/company/sustainability/download/）をご覧ください。
＊ 内訳の数値を四捨五入しているため、内訳数値の合計と総計は一致しないことがあります。

生産
「ヤクルト」等の乳製品は、5つの本社工場と6つのボトリング会社で生産されています。各工場・

ボトリング会社では、ISO 14001※の目的・目標に従い、生産に伴って使用する原料（脱脂粉乳等）、
電力・燃料、水資源、包装資材（紙・プラスチック）等の効率的利用を進めています。
※2024年1月に生産を開始した富士小山ヤクルト工場は、2025年度の取得を計画しています。

物流
工場やボトリング会社で生産された製品の輸送は、主に物流子会社が担当しています。

当社は、省エネ法の「特定荷主」に該当しており、物流にかかわるエネルギー消費原単位を
直近の5年度の平均で1％以上削減することが努力目標となっています。物流子会社では、

「グリーン経営認証」の取得・更新、エコドライブの徹底、燃費効率の良いトラック購入等に
より、CO₂排出量の削減に取り組んでいます。

販売
自動販売機の省エネルギー化や、自動販売機のリユース（オーバーホール）利用に取り組ん

でいます。
宅配部門においては、ヤクルトレディのお届け車両として、CO₂排出量の削減を図るために

電気自動車（コムス）を導入しています。直販部門においては、取引先から回収した使用済み
容器のリサイクルを推進するため、効率的に分別回収できる専用スペース付ルート車等を導入
しています。

リサイクル
ご家庭にお届けしているヤクルト類等の容器は、「容器包装リサイクル法」の対象であり、再

商品化（リサイクル）する義務があります。当社では、国が指定する公益財団法人日本容器包
装リサイクル協会に委託する（委託料を支払う）ことで、リサイクルの義務を果たしています。

環境教育
各工場ではISO 14001に基づき、環境教育を推進しています。具体的には、内部監査員

の育成や自部署内の環境に対する取り組み等について情報共有を進めています。新入社員研
修では、ISO 14001の概要や組織体制について説明し、共通の目的・目標を持ち全社員で取
り組む意識を培っています。2023年度は、国内13工場において22回、計642人が参加し
ました。

事業活動に伴う環境負荷の全体像
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